
（様式２） 

誓 約 書 

 

令和  年  月  日 

 

倉敷市長 あて 

 

所在地                       

 

会社名                       

 

代表者職氏名                    

 

貴市における、第１０期倉敷市高齢者保健福祉計画、倉敷市介護保険事業計画及び倉敷市認

知症施策推進計画策定支援業務委託公募型プロポーザルに参加するにあたり、次に掲げる事項

に相違ないことを誓約します。 

 

１ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当しない者で

あること。 

２ 賦課されているすべての税（国税、岡山県税、倉敷市税）を滞納していないこと。 

  倉敷市や岡山県内に支店等がない場合は、国税のみ対象。 

３ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づ

く再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の

認可の決定が確定したものを除く。）でないこと。 

４ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続き開始の申し立てをしている者ではな

いこと。 

５ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２項に規

定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はこれらと社会的に非難されるべき

関係を有する者でないこと。 

６ 参加申込書等の必要書類を定められた期限までに提出し、虚偽の記載がないこと。 

７ 参加表明の受付締切日から審査結果通知の間に倉敷市から指名停止措置を受けていないこ

と。 

８ 過去３年間の間に、国、地方公共団体等で同種業務又は類似業務を受託し、完了した実績

があること。 

９ 市民や関係機関への周知啓発のため、計画書・概要版のデザインや編集に専門的な知識や

技術があること。 

印 


